別添１

被災住宅の耐震診断及び改修設計フロー



　　　　　





                                                                     

                                                                      No                         Yes







                                                             Yes                     No

	※1 施行令第47条第4項の規定は、バランス計算（1/4計算または偏心率）の検討も行うものとする。

	※2枠組壁工法は、平成13年国交告第1540号第1から第10までの規定適合することを確認することでもよい。

	



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　No　　　　　　　　　　　　 Yes


                                                             


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Yes　　　　　　　　　　　　No


注1：やむを得ないと判断される場合に限る。

在来木造住宅の場合





改修計画





耐震性の確認の方法





耐震性の検討結果





工事着工日





注1





改修計画の検討結果


評価点=0.7以上





Yes





NoおおO





耐震診断基準に


よる検討結果


評価点=0.7以上





耐震診断基準（既存木造住宅耐震事業の利用可能）























改修工事








昭和56年5月31日


以前











耐震性の確認を行った方法と同様の基準で改修計画


各基準における　検討結果


評価点=1.0以上


又は


L／Ln=1.0以上





L ；存在壁量


Ln；必要壁量

















各基準における　検討結果


評価点=1.0以上


又は


L／Ln=1.0以上





L ；存在壁量


Ln；必要壁量








耐震診断基準





昭和56年6月1日～


平成12年5月31日





新耐震基準（昭和56年当時の施行令第46条第4項）の壁量計算





新耐震基準（昭和56年当時の施行令第82条第3項）の構造計算





現行基準（施行令第46条第4項、第47条）の壁量計算、接合金物





平成12年6月1日


以降





現行基準（施行令第82条第3項）の構造計算





補助対象外


（改修不能）








改修不要





鉄筋コンクリート及び鉄骨造の場合





耐震性の確認の方法





耐震性の検討結果





改修計画





工事着工日





注1





Yes





Noお














改修工事








改修計画の検討結果　　　　　　


Is=0.3以上





耐震診断基準による検討結果


Is=0.3以上





耐震診断基準





昭和56年5月31日


　　　　　以前





耐震診断基準





耐震性の確認を行った方法と同様の基準で改修計画


各基準における　検討結果


Iｓ=0.6以上


又は


f／σ=1.0以上





f ；許容応力度


σ；部材の応力度











各基準における　検討結果


Iｓ=0.6以上


又は


f／σ=1.0以上





f ；許容応力度


σ；部材の応力度





昭和56年6月1日～


平成19年6月19日





新耐震基準（昭和56年当時）の構造計算





現行基準による


構造計算





平成19年6月20日


以降





補助対象外


（改修不能）








改修不要








